
 

 

  

 

2026年 11月 12日 

ライフネット生命保険株式会社 
 

 

 

 

 

 

 ライフネット生命保険株式会社（代表取締役社長 横澤淳平）の 2026年度第 2四半期（上半

期）の業績は添付のとおりです。 

 

※資料中、「第 2四半期（上半期）」は「4月 1日～9月 30日」を表しています。 
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1．主要業績 
(1) 保有契約高及び新契約高 

・保有契約高                                                 （単位：件、百万円、%）                                        

区  分 

2025年度末 2026年度第 2四半期（上半期）末 

件 数 金 額 
件 数 金 額 

 前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 686,237 4,175,892 709,286 103.4 4,264,593 102.1 

個人年金保険 － － － － － － 

団 体 保 険 － 5,961,424 － － 6,145,785 103.1 

団体年金保険 － － － － － － 

 

・新契約高                                                              （単位：件、百万円、%） 

区分 

2025年度第 2四半期（上半期） 2026年度第 2四半期（上半期） 

件 数 
金 額 件 数 金 額 

 新契約 
転換による 

純増加 
 

前年 

同期比 
 

前年 

同期比 新契約 
転換による 

純増加 

個 人 保 険 40,441 185,292 185,292 － 41,879 103.6 178,555 96.4 178,555 － 

個人年金保険 － － － － － － － － － － 

団 体 保 険 － － － － － － 123 － 123 － 

団体年金保険 － － － － － － － － － － 

（注） 1． 個人保険の件数は主契約の件数であり、第三分野保険（医療保障・生前給付保障等）を含みます。 

 2． 個人保険の金額は死亡保障額の合計であり、第三分野保険の保障額を含みません。 

 3． 団体保険の新契約高は、新契約として計上された月の単月の新契約高を表します。 

 

(2) 年換算保険料 

・保有契約                                                                 （単位：百万円、%） 

区  分 2025年度末 
2026年度 

第 2四半期（上半期）末 

 

前年度末比 

個 人 保 険 28,520 29,353 102.9 

個 人 年 金 保 険 － － － 

合 計 28,520 29,353 102.9 

 うち医療保障・生前給付保障等 14,690 15,183 103.4 

 

・新契約                                                                  （単位：百万円、%） 

区  分 
2025年度 

第 2四半期（上半期） 

2026年度 

第 2四半期（上半期） 

 

前年同期比 

個 人 保 険 1,591 1,595 100.2 

個 人 年 金 保 険 － － － 

合 計 1,591 1,595 100.2 

 うち医療保障・生前給付保障等 976 983 100.7 

（注） 1． 年換算保険料とは、1 回当たりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1 年

当たりの保険料に換算した金額です。なお、当社商品の保険料は全て月払いのみとなっている

ため、1 回当たりの保険料に単純に 12 を乗じたものを年換算保険料とした場合、当期末の保

有契約の年換算保険料は 29,556百万円（前年度末比 102.9%）、当期の新契約の年換算保険料は

1,603百万円（前年同期比 100.3%）です。 

 2． 「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付

保障給付（就業不能給付）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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2．一般勘定資産の運用状況 

(1) 当社の運用方針 

 当上半期においても、高格付けの事業債など安定した利息収入を得られる円金利資産を中心とした運用

を継続しました。また、適切なリスク管理の下で、リスク分散を意識したポートフォリオ運営を実施しま

した。 

 

(2) 運用環境 

米国株式市場は、中東情勢の不安定化による原油高やインフレ期待上昇による追加利上げ観測の高ま

り、ユーロ圏の政治不安を契機とした金利上昇によって市場のボラティリティが高止まりする中でも、半

導体への旺盛な需要によって企業業績が堅調に推移し上昇しました。一方で、一部 AI銘柄では、負債が増

加する中で調達コストが上昇していることにより、将来の業績への懸念が高まっています。国内株式市場

は、米国と同様に中東情勢の不安定化によりボラティリティが高まっていますが、半導体関連企業を中心

に堅調な企業業績を材料として上昇しています。 

 

為替市場は、ドル円について、中東情勢の不安定化による景気減速懸念によりリスクオフの流れが強ま

り、円高に振れる場面もありましたが、原油高による交易条件の悪化により一時 160円半ばへ円安が進行

しました。その後、日米協調為替介入や日本の大幅利上げ観測の高まりにより 153円台まで円高が進行す

る場面もありましたが、日本の大幅利上げ観測の剥落や米国の追加利上げ観測の高まり、引き続き中東情

勢への不透明感が高まる中で 157円～158円台で推移しています。 

 

米国債券市場は、中東情勢悪化によるインフレ率上昇やそれに伴う追加利上げ観測の高まり、またユー

ロ圏を中心とした政治不安の波及によって短期･長期金利ともに大幅に上昇しました。当上半期において

は、計 1回の政策金利引き上げが実施されました。国内債券市場は、日本銀行がインフレ率の目標である

2.0%を上振れて推移することを懸念していることから、引き続き追加利上げ観測が高まっていること、ま

た世界的な金利上昇の影響が波及した結果、短期・長期金利ともに上昇傾向で推移しました。6月と 9月の

金融政策決定会合にて、政策金利が引き上げられました。 

 

10年日本国債は前事業年度末 2.3%台から当上半期末 3.0%台、日経平均株価は前事業年度末 51,000円台

から当上半期末 66,000円台、ドル円は前事業年度末 1ドル 158円台から当上半期末 1ドル 157円台となり

ました。 
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3．資産運用の実績（一般勘定） 

(1) 資産の構成 

（単位：百万円、%） 

区   分 
2025年度末 

2026年度 

第 2四半期（上半期）末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預金 ･ コ ー ル ローン 11,321 10.9 12,466  11.9 

買 現 先 勘 定 － － － － 

債券貸借取引支払保証金 － － － － 

買 入 金 銭 債 権 1,999 1.9 1,000 1.0 

商 品 有 価 証 券 － － － － 

金 銭 の 信 託 14,975 14.4 14,941 14.2 

有 価 証 券 60,998 58.8 60,946 58.1 

 公 社 債 52,575 50.7 54,585 52.0 

 株 式 3,988 3.8 2,126 2.0 

 外 国 証 券 4,352 4.2 4,144 3.9 

  公 社 債 4,352 4.2 4,144 3.9 

  株 式 等 0 0.0 － － 

 そ の 他 の 証 券 81 0.1 90 0.1 

貸 付 金 － － － － 

不 動 産 301 0.3 262 0.2 

繰 延 税 金 資 産 1,056 1.0 1,187 1.1 

そ の 他 13,092 12.6 14,142 13.5 

貸 倒 引 当 金 － － － － 

合 計 103,745 100.0 104,945 100.0 

 う ち 外 貨 建 資 産 0 0.0 － － 

（注）「不動産」については、建物を計上しています。 
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(2) 資産の増減 

（単位：百万円） 

区   分 
2025年度 

第 2四半期（上半期） 
2026年度 

第 2四半期（上半期） 

現預金 ･ コ ー ルローン △4,945 1,144 

買 現 先 勘 定 － － 

債券貸借取引支払保証金 － － 

買 入 金 銭 債 権 1,999 △999 

商 品 有 価 証 券 － － 

金 銭 の 信 託 956 △34 

有 価 証 券 9,155 

 
△51 

 公 社 債 3,183 2,009 

 株 式 6,080 △1,862 

 外 国 証 券 △104 △207 

  公 社 債 △104 △207 

  株 式 等 － △0 

 そ の 他 の 証 券 △4 8 

貸 付 金 － － 

不 動 産 △40 △39 

繰 延 税 金 資 産 － 130 

そ の 他 1,927 

 
1,050 

貸 倒 引 当 金 － － 

合 計 9,053 1,200 

 う ち 外 貨 建 資 産 － △0 

（注）「不動産」については、建物を計上しています。 
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(3) 資産運用収益 

（単位：百万円） 

区  分 
2025年度 

第 2四半期（上半期） 

2026年度 

第 2四半期（上半期） 

利息及び配当金等収入 269 

 

358 

 預 貯 金 利 息 2 6 

  有価証券利息・配当金 252 

 

345 

  貸 付 金 利 息 － － 

 不 動 産 賃 貸 料 － － 

 そ の 他 利 息 配 当 金 14 6 

 商 品 有 価 証 券 運 用 益 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 益 123 148 

売買目的有価証券運用益 － － 

有 価 証 券 売 却 益 － 0 

  国 債 等 債 券 売 却 益 － － 

 株 式 等 売 却 益 － － 

 外 国 証 券 売 却 益 － 0 

 そ の 他 － 

 

－ 

有 価 証 券 償 還 益 － － 

金 融 派 生 商 品 収 益 － － 

為 替 差 益 0 0 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － － 

そ の 他 運 用 収 益 － － 

合     計 392 

 

507 

  

 

(4) 資産運用費用 

（単位：百万円） 

区  分 
2025年度 

第 2四半期（上半期） 

2026年度 

第 2四半期（上半期） 

支 払 利 息 0 1 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有 価 証 券 売 却 損 4 － 

 国 債 等 債 券 売 却 損 4 － 

 株 式 等 売 却 損 － － 

 外 国 証 券 売 却 損 － － 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 評 価 損 4 997 

 国 債 等 債 券 評 価 損 － － 

 株 式 等 評 価 損 4 997 

 外 国 証 券 評 価 損 － － 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 償 還 損 － － 

金 融 派 生 商 品 費 用 － － 

為 替 差 損 － － 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 

貸 付 金 償 却 － － 

賃貸用不動産等減価償却費 － － 

そ の 他 運 用 費 用 2 2 

合     計 12 1,001 
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(5) 売買目的有価証券の評価損益  

 該当事項はありません。 

 

(6) 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 
  （単位：百万円） 

区  分 

2025年度末 2026年度第 2四半期（上半期）末 

帳簿価額 時価 
差損益 

帳簿価額 時価 
差損益 

 差益 差損  差益 差損 

 

満期保有目的の債券 45,156 41,885 △3,271 － 3,271 46,613 42,445 △4,167 － 4,167 

責任準備金対応債券 － － － － － － － － － － 

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － － 

そ の 他 有 価 証 券 17,324 17,658 334 785 450 15,774 15,243 △531 － 531 

 

公 社 債 12,599 12,217 △382 0 383 12,048 11,571 △476 － 476 

株 式 3,124 3,888 763 784 20 2,126 2,126 － － － 

外 国 証 券 1,600 1,533 △47 － 47 1,600 1,545 △54 － 54 

 
公 社 債 1,600 1,533 △47 － 47 1,600 1,545 △54 － 54 

株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

合 計 62,481 59,543 △2,937 785 3,722 62,387 57,688 △4,699 － 4,699 

 

公 社 債 52,958 49,371 △3,586 0 3,587 55,062 50,513 △4,549 － 4,549 

株 式 3,124 3,888 763 784 20 2,126 2,126 － － － 

外 国 証 券 4,399 4,284 △114 － 114 4,199 4,049 △149 － 149 

 公 社 債 4,399 4,284 △114 － 114 4,199 4,049 △149 － 149 

 株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 1,999 1,999 － － － 1,000 1,000 － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

（注） 1． 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。 

 2． 本表には、金銭の信託を含んでいません。 

 3. 市場価格のない株式等及び組合等は本表から除いています。 

 

 

・市場価格のない株式等及び組合等の帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区  分 2025年度末 
2026年度 

第 2四半期（上半期）末 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 100 － 

そ の 他 有 価 証 券 81 90 

 

国 内 株 式 0 0 

外 国 株 式 0 － 

そ の 他 81 90 

合 計 182 90 
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(7) 金銭の信託の時価情報 

（単位：百万円） 

区   分  

2025年度末 2026年度第 2四半期（上半期）末 

貸借対照表  

計上額  
時  価  

差  損  益  貸借対照表  

計上額  
時  価  

差  損  益  

 差益 差損  差益 差損 

金銭の信託 14,975 14,975 －  －  －  14,941 14,941 － － － 

 

・運用目的の金銭の信託 

  該当事項はありません。 

 

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託 

（単位：百万円） 

区  分 
2025年度末 2026年度第 2四半期（上半期）末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差益 差損  差益 差損 

満 期 保 有 目 的 の  

金 銭 の 信 託  
－ － － － － － － － － － 

責任準備金対応の  

金 銭 の 信 託  
－ － － － － － － － － － 

そ の 他 の  

金 銭 の 信 託  
14,720 14,975 254 254 － 15,269 14,941 △328 － 328 
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4．中間貸借対照表 
     （単位：百万円） 

 期 別 

 

科 目 

2025年度末 

要約貸借対照表 

(2026年 3月 31日現在) 

2026年度 

中間会計期間末 

(2026年 9月 30日現在) 

金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）   

現 金 及 び 預 貯 金 11,321 12,466 

買 入 金 銭 債 権 1,999 1,000 

金 銭 の 信 託 14,975 14,941 

有 価 証 券 60,998 60,946 

国 債 7,670 7,667 

地 方 債 1,355 1,413 

社 債 43,549 45,505 

株 式 3,988 2,126 

外 国 証 券 4,352 4,144 

そ の 他 の 証 券 81 90 

有 形 固 定 資 産 427 387 

無 形 固 定 資 産 2,001 2,058 

代 理 店 貸 6 6 

再 保 険 貸 8,372 10,250 

そ の 他 資 産 2,585 1,701 

未 収 金 1,886 965 

そ の 他 の 資 産 698 735 

繰 延 税 金 資 産 1,056 1,187 

資 産 の 部 合 計 103,745 104,945 

   

（ 負 債 の 部 ）   

保 険 契 約 準 備 金 76,811 81,088 

支 払 備 金 2,225 2,594 

責 任 準 備 金 74,585 78,493 

代 理 店 借 64 78 

再 保 険 借 992 1,034 

そ の 他 負 債 3,220 1,401 

未 払 法 人 税 等 525 1 

未 払 費 用 1,534 1,190 

資 産 除 去 債 務 142 143 

そ の 他 の 負 債 1,018 66 

特 別 法 上 の 準 備 金 177 186 

価 格 変 動 準 備 金 177 186 

負 債 の 部 合 計 81,265 83,789 

（ 純 資 産 の 部 ）   

資 本 金 26,675 26,702 

資 本 剰 余 金 26,675 26,702 

利 益 剰 余 金 △31,290 △31,389 

自 己 株 式 △0 △0 

株 主 資 本 合 計 22,060 22,013 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 419 △857 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 419 △857 

純 資 産 の 部 合 計 22,479 21,156 

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 103,745 104,945 
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5．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

2025年度中間会計期間 

（2025 年 4 月 1 日から 

2025 年 9 月 30 日まで） 

2026年度中間会計期間 

（2026 年 4 月 1 日から 

2026 年 9 月 30 日まで） 

金 額 金 額 

経 常 収 益 25,558 28,121 

保 険 料 等 収 入 24,924 27,598 

保 険 料 17,363 18,681 

再 保 険 収 入 7,561 8,917 

資 産 運 用 収 益 392 507 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 269 358 

金 銭 の 信 託 運 用 益 123 148 

  有 価 証 券 売 却 益 － 0 

  為 替 差 益 0 0 

そ の 他 経 常 収 益 242 15 

支 払 備 金 戻 入 額 224 － 

そ の 他 の 経 常 収 益 18 15 

経 常 費 用 23,158 28,171 

保 険 金 等 支 払 金 11,667 14,689 

保 険 金 3,961 5,781 

給 付 金 1,331 1,494 

そ の 他 返 戻 金 0 0 

再 保 険 料 6,373 7,413 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 3,860 4,277 

支 払 備 金 繰 入 額 － 369 

責 任 準 備 金 繰 入 額 3,860 3,907 

資 産 運 用 費 用 12 1,001 

 支 払 利 息 0 1 

有 価 証 券 売 却 損 4 － 

有 価 証 券 評 価 損 4 997 

そ の 他 運 用 費 用 2 2 

事 業 費 6,641 7,181 

そ の 他 経 常 費 用 977 1,021 

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） 2,400 △50 

特 別 損 失 11 9 

固 定 資 産 等 処 分 損 0 0 

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 11 9 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 11 9 

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は 

税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ） 
2,388 △59 

法 人 税 等 670 40 

中間純利益又は中間純損失（△） 1,717 △99 
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6．中間株主資本等変動計算書 
2025年度中間会計期間 

（2025年 4月 1日から 2025年 9月 30日まで） 

 （単位：百万円） 
 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

 
資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越利益 

剰余金 

当期首残高 26,652 26,652 26,652 △34,696 △34,696 △0 18,608 △538 △538 18,069 

当中間期変動額           

新株の発行（譲渡

制限付株式報酬） 
23 23 23    46   46 

中間純利益又は 

中間純損失（△） 
   1,717 1,717  1,717   1,717 

自己株式の取得      △0 △0   △0 

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額（純額） 

       2,394 2,394 2,394 

当中間期変動額合計 23 23 23 1,717 1,717 △0 1,764 2,394 2,394 4,159 

当中間期末残高 26,675 26,675 26,675 △32,978 △32,978 △0 20,372 1,856 1,856 22,229 

 

2026年度中間会計期間 

（2026年 4月 1日から 2026年 9月 30日まで） 

 （単位：百万円） 
 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

 
資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越利益 

剰余金 

当期首残高 26,675 26,675 26,675 △31,290 △31,290 △0 22,060 419 419 22,479 

当中間期変動額           

新株の発行（譲渡

制限付株式報酬） 
26 26 26    52   52 

中間純利益又は 

中間純損失（△） 
   △99 △99  △99   △99 

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額（純額） 

       △1,276 △1,276 △1,276 

当中間期変動額合計 26 26 26 △99 △99  △47 △1,276 △1,276 △1,323 

当中間期末残高 26,702 26,702 26,702 △31,389 △31,389 △0 22,013 △857 △857 21,156 
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（重要な会計方針） 

1． 有価証券の評価基準及び評価方法（現金及び預貯金、買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の

信託において信託財産として運用している有価証券を含む） 

(1) 満期保有目的の債券 

移動平均法による償却原価法（定額法）を採用しています。 

(2) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しています。 

(3) その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のものについては、9 月末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しています。 

市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法を採用しています。 

 

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。 

 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。  

建物              5～18年  

その他の有形固定資産     5～15年  

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

ソフトウエア（自社利用分）  5年（社内における利用可能期間） 

商標権            10年 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

4．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計

上することとしています。 

破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経

営破綻に陥っている債務者に対する債権については、直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上することとしています。また、現状、経営破綻の状

況にはありませんが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、

債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上することとしています。上記以外の債権については、過去

の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上することとしています。 

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて、上記の引当を行うこととしています。 

なお、上記の方法に基づいて検討した結果、貸倒引当金は零と算定されたため、当中間会計期間末にお

いて貸倒引当金の計上はしていません。 
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(2) 価格変動準備金 

株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上してい

ます。 

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債は、中間決算日の為替相場により円換算しています。 

 

6．保険契約に関する会計処理 

(1) 保険料 

保険業法施行規則第 69条第 3項に基づき、保険料については、契約応当日が到来している契約のうち、

保険料の収納があったものについて、当該金額により計上しています。 

(2) 保険金・支払備金 

保険金等支払金（再保険料を除く）については、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づい

て算出された金額を支払った契約について、当該金額により計上しています。 

なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、期末時点において支払義務が発生して

いるもの、又は、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生しているものと認められる

もの（以下、「既発生未報告支払備金」）のうち、それぞれ支払いが行われていないものについて、支払備金

を積み立てています。  

既発生未報告支払備金については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設又は自宅にて医師等

の管理下で療養をされた場合（以下、「みなし入院」）等に入院給付金等を支払う特別取扱を 2023 年 5 月 8

日以降終了したことにより、平成 10年大蔵省告示第 234号（以下、「IBNR告示」）第 1条第 1項本文に基づ

く計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書の規定に

基づき、以下の方法により算出した額を計上しています。 

（計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本文に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の

支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1 条第 1 項本文と同様の方法により算出し

ています。 

(3) 責任準備金 

期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来の債務の履行

に備えるため、保険業法第 116条第 1項に基づき算出方法書（保険業法第 4条第 2項第 4号）に記載された

方法に従って計算し、責任準備金を積み立てています。 

責任準備金のうち保険料積立金については、平成 8年大蔵省告示第 48号に定める方式により計算してい

ます。 

なお、責任準備金については保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎決算期において保険計理人が適正に

積み立てられているかどうかを確認しています。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法施行規則第 69条第 1項第 3号に基づき、保険契約に

基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて、所定の積立基準額以上を繰

入計上し、積立限度額の範囲内で積み立てています。 
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(4) 再保険 

再保険収入及び再保険料については、再保険協約に基づき計上しています。 

なお、新契約の一部（以下、「出再契約」）を対象として修正共同保険式再保険を行っています。修正共同

保険式再保険は、出再契約のリスク及び収支構造の一部を一定期間再保険会社に移転するものです。出再契

約にかかる新契約費の一部は再保険収入に含まれる出再手数料として収益計上し、未償却出再手数料として

再保険貸に資産計上され、その後一定の期間において費用である再保険料を含む再保険収支に基づいて段階

的に償却されます。 

 

7．その他中間財務諸表作成のための基礎となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

控除対象外消費税及び地方消費税は当中間会計期間の費用として処理しています。 

 

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 

 

（中間貸借対照表関係） 

1. 保険業法施行規則第 73条第 3項において準用する同規則第 71条第 1項に規定する再保険に付した部分に相

当する支払備金（以下、｢出再支払備金｣）の金額は 789百万円であり、同規則第 71条第 1項に規定する再保

険を付した部分に相当する責任準備金（以下、｢出再責任準備金｣）の金額は 2,424百万円です。 

なお、出再責任準備金には危険準備金にかかる出再控除相当額を含めています。 

 

2. 契約の諸条件に照らして、以下の①②に該当する一定の再保険契約（保険業法施行規則第71条第3項に

規定する再保険に係るものを除く）に係る未償却出再手数料（受再保険会社から収受した手数料のう

ち、当該再保険契約により再保険に付した部分に係る将来の収益又は利益から受再保険会社に支払う

ものをいう）の当中間会計期間末残高は9,330百万円です。 

① 未償却出再手数料及びこれに附帯して支弁する費用その他これに準ずるものを受再保険会社に将

来支払うことを約するものであること。 

② 保険契約に係るリスクのうち、当該再保険に付された部分に係るリスクの一部を移転するもので

あること。 
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（中間損益計算書関係） 

1. 有価証券売却益の主な内訳は外国証券 0百万円です。 

 

2. 有価証券評価損の主な内訳は株式等 997百万円です。 

 

3. 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 233 百万円、責任準備金繰入額の計算

上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 56百万円です。 

 

4. 利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりです。 

預貯金利息             6百万円 

有価証券利息・配当金 345百万円 

その他利息配当金 6百万円 

計  358百万円 

 

5. 1株当たり中間純損失金額は、1円 24銭です。 

 

6. 再保険収入には、中間貸借対照表の注記第 2 項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の増加額

3,349百万円を含んでいます。 

再保険料には、中間貸借対照表の注記第 2項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額

4,791百万円を含んでいます。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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7．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 2025年度 

第 2四半期（上半期） 

2026年度 

第 2四半期（上半期） 

基礎利益 A 2,642 1,198 

キャピタル収益 52 0 

 

金銭の信託運用益 52 － 

売買目的有価証券運用益 － － 

有価証券売却益 － 0 

金融派生商品収益 － － 

為替差益 0 0 

その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 9 1,034 

 

金銭の信託運用損 － 36 

売買目的有価証券運用損 － － 

有価証券売却損 4 － 

有価証券評価損 4 997 

金融派生商品費用 － － 

為替差損 － － 

その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益 B 43 △1,034 

キャピタル損益含み基礎利益 A+B 2,685 164 

臨時収益 － － 

 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － － 

個別貸倒引当金戻入額 － － 

その他臨時収益 － － 

臨時費用 285 214 

 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 285 214 

個別貸倒引当金繰入額 － － 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 

その他臨時費用 － － 

臨時損益 C △285 △214 

経常利益又は経常損失（△）
 A+B+C 

2,400 △50 

（注） 1． 2026年度第 2四半期（上半期）の基礎利益には、金銭の信託運用益 184百万円を含んでいます。 

 2． 2025年度第 2四半期（上半期）の基礎利益には、金銭の信託運用益 71百万円を含んでいます。 

 

8．保険業法に基づく債権の状況 

該当事項はありません。 
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9．ソルベンシー・マージン比率 

 

（単位：百万円） 

要約（単体ベース） 

項目 2025年度末 
2026年度 

第2四半期会計期間末 

適格資本の額(A) 154,137 152,383 

所要資本の額(B) 46,186 45,509 

ソルベンシー・マージン比率（(A)／(B)） 333.7% 334% 

 

（注）1. 上記は、保険業法施行規則第 86条、87条及び令和 7年金融庁告示第 74号の規定に基づいて

算出しています。 

2. 当期末のソルベンシー・マージン比率は現時点における参考値です。 

3. 2025 年度末のソルベンシー・マージン比率は、子会社株式に関する特例手法を適用して計算

しています。 

 

10．特別勘定の状況 

該当事項はありません。 
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11．保険会社及びその子会社等の状況 
当社は国際財務報告基準（IFRS）に準拠した要約中間連結財務諸表を作成しています。 

 

(1) 要約中間連結財政状態計算書 

   （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2026年 3月 31日） 
 
当中間連結会計期間 
（2026年 9月 30日） 

資産    

現金及び現金同等物 13,598  14,075 

投資有価証券 72,503  71,225 

その他の金融資産 2,198  1,294 

保険契約資産 28,290  26,533 

再保険契約資産 1,176  1,242 

有形固定資産 427  387 

使用権資産 928  799 

無形資産 2,170  2,233 

その他の資産 539  558 

資産合計 121,834  118,349 

 

   （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2026年 3月 31日） 
 
当中間連結会計期間 
（2026年 9月 30日） 

負債及び資本    

負債    

デリバティブ負債 209  262 

未払法人所得税 521  － 

その他の金融負債 2,250  1,145 

保険契約負債 786  1,551 

引当金 142  143 

リース負債 1,013  871 

繰延税金負債 20,865  20,179 

その他の負債 433  227 

負債合計 26,223  24,380 

資本    

資本金 26,675  26,702 

資本剰余金 26,608  26,635 

利益剰余金 47,516  51,276 

自己株式 △0  △0 

その他の資本の構成要素 △5,200  △10,644 

親会社の所有者に帰属する持分合計 95,600  93,969 

非支配持分 9  － 

資本合計 95,610  93,969 

資本及び負債合計 121,834  118,349 
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(2) 要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書 

（要約中間連結損益計算書） 

（単位：百万円） 

  
前中間連結会計期間 

（自 2025年 4月 1日 
 至 2025年 9月 30日 ） 

 
当中間連結会計期間 

（自 2026年 4月 1日 
 至 2026年 9月 30日 ） 

保険収益  16,767  18,295 

保険サービス費用  △9,795  △13,140 

再保険損益  △883  △186 

保険サービス損益  6,089  4,968 

金利収益  596  724 

金融資産の減損損失（純額）  △1  2 

その他の投資損益  △207  △246 

投資損益  386  480 

保険金融収益又は費用  △6  76 

再保険契約に係る保険金融収益又は費用  8  7 

その他の収益  57  54 

その他の費用  △224  △289 

その他の金融費用  △9  △8 

税引前中間利益  6,301  5,289 

法人所得税費用  △1,822  △1,528 

中間利益  4,478  3,760 

中間利益の帰属     

親会社の所有者  4,478  3,760 

非支配持分  △0  0 

中間利益  4,478  3,760 

     

1株当たり中間利益     

基本的 1株当たり中間利益（円）  55.75  46.80 

希薄化後 1株当たり中間利益（円）  －  － 
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（要約中間連結包括利益計算書） 

（単位：百万円） 

  
前中間連結会計期間 

（自 2025年 4月 1日 
至 2025年 9月 30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 2026年 4月 1日 
至 2026年 9月 30日） 

中間利益  4,478  3,760 

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
 2,149  △1,236 

純損益に振り替えられることのない項目合計  2,149  △1,236 

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
 △240  △1,119 

保険金融収益又は費用  △553  △3,012 

再保険契約に係る保険金融収益又は費用  188  △75 

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  △605  △4,207 

税引後その他の包括利益  1,543  △5,444 

中間包括利益  6,021  △1,684 

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  6,022  △1,684 

非支配持分  △0  0 

中間包括利益  6,021  △1,684 
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(3) 連結ソルベンシー・マージン比率 

該当事項はありません。 

なお、2025年度末の連結ソルベンシー・マージン比率については、単体ベースのソルベンシー・マー

ジン比率の計算に子会社株式に係る特例手法を適用しているため、その計算結果を準用しています。 

 

(4) セグメント情報 

・セグメント収益及び業績 

 当社は生命保険事業の単一セグメントのみとなるため、事業分野ごとの収益、損益及びその他項目の記

載を省略しています。 

 

(5) 重要な後発事象 

当社は、2026年 10月 15日開催の取締役会において、株式会社きずな少額短期保険の全株式を取得し完全

子会社化することに向け、関係当局の認可取得等を条件とする株式譲渡契約を締結することを決議しまし

た。本取引に伴い、同社は 2027年度（2028年 3月期）第 1四半期より当社の連結子会社となる予定です。

なお、本取引による当連結会計年度の財務上の影響は軽微です。 

 


